「（仮称）２０１９年Ｇ２０大阪サミット関西推進協力協議会」規約（案）

（名称）
第１条　本会は、「２０１９年Ｇ２０大阪サミット関西推進協力協議会（以下「協議会」という）」と称する。

（事務所）
第２条　協議会の事務所は、大阪府大阪市に置く。

（目的）
第３条　協議会は、２０１９年に大阪で開催されるＧ２０サミット首脳会議（以下「Ｇ２０大阪サミット」という。）の成功と、世界に向けた大阪・関西の魅力の発信と存在感の向上、大阪・関西の発展に資することを目的とする。

（事業）
第４条　協議会は、前条の目的を達成するため、国と緊密な連絡、連携を図りながら次の事業を行う。
(1) Ｇ２０大阪サミットの準備・開催などに係る国、関係団体との連絡調整
(2) 会場の確保・設営、交通対策など条件整備に関する協議・調整
(3) 会議開催に必要な情報収集、提供
(4) Ｇ２０大阪サミットの開催に伴う広報、情報発信
(5) 歓迎行事の企画、実施
(6) その他協議会の目的を達成するために必要な取組み

（構成員）
第５条　協議会は、別表１に掲げる団体（以下「構成団体」という。）をもって構成し、別表２に掲げる者を委員とする。
２　前項の規定にかかわらず、役員会の議決により、構成団体及び委員の構成を変更することができる。

（委員の報酬）
第６条　委員は、無報酬とする。

（役員）
第７条　協議会に次の役員を置く。
(1) 会長　　　１名
(2) 会長代行　１名
(3) 副会長　　５名
２　役員は、協議会の会議（以下「総会」という。）において、委員の中から互選により選出する。

（役員の職務）
第８条　会長は、協議会を代表し、会務を総理する。
２　会長代行は、副会長ととともに会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代行する。
３　副会長は、会長を補佐する。

（監事）
第９条　協議会に監事を置く。
２　監事は、会長が委嘱する。
３　監事は、協議会の会計を監査し、役員会へ報告する。

（顧問）
第１０条　協議会に顧問を置くことができる。
２　顧問は、総会の同意を得て会長が委嘱する。
３　顧問は、協議会の事業の円滑な推進について、会長の諮問に答え、又は会長に対して意見を述べることができる。

（任期）
第１１条　役員、監事及び顧問の任期は、その選任の日から協議会が解散する日までとする。

（賛助団体）
第１２条　構成団体以外に協議会の趣旨に賛同する団体を賛助団体として置くことができる。
２　賛助団体は、協議会から必要な情報提供を受け、協議会の事業活動に対して、協力・支援するものとする。

（総会）
第１３条　総会は、会長が招集し、及びその議長となる。
２　議長は、総会において、会計年度における事業計画、予算、決算その他の協議会の運営に係る重要事項を報告する。

（役員会）
第１４条　協議会の円滑な業務執行を図るため、協議会に役員会を置く。
２　役員会は、第７条第１項各号に掲げる役員をもって構成し、会計年度における事業計画、予算、決算その他の協議会の運営に関し会長が特に必要と定める事項について審議し、及び決定する。
３　役員会は、会長が招集し、及びその議長となる。
４　役員会は、役員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。
５　役員会の議事は、役員の出席者の過半数をもって決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。
６　会長は、必要に応じて、役員会の会議の議事に関係のある者の出席を求め、その意見若しくは説明を聴き、又は資料の提出を求めることができる。
７　やむを得ない理由のため、役員会の会議に出席できない役員は、あらかじめ書面で表決し、又は他の出席する役員を代理人として表決を委任することができる。この場合において、第４項及び第５項の規定の適用については、その役員は出席したものとみなす。
８　会長は、役員会を招集する暇のない場合及び議事が軽易である場合は、役員会の会議に付議すべき事案を記載した書面を役員に回付し、その賛否を問うことにより役員会の会議に代えることができる。

（幹事会）
第１５条　協議会の円滑な運営に資するため、協議会に幹事会を置く。
２　幹事会は、協議会の事業に関して企画・立案を行う。
３　幹事会は、役員会に付議すべき事項を審議する。
４　幹事は、別表３に掲げる者とし、幹事の中から幹事長を互選により選出する。
５　幹事会は、必要に応じ、幹事長が招集する。

（事務局）
第１６条　協議会の事務を処理するため、事務局を設け、事務局長その他必要な職員を置く。
２　事務局及び職員に関し必要な事項は、幹事会の議を経て、会長が定める。
３　事務局の事務は、事務局長が総括する。

（部会）
第１７条　第４条に掲げる事業の円滑な遂行を図るため、必要に応じ幹事会の議を経て、協議会に部会を置くことができる。
２　部会は、その目的とする事項に関して事業計画を企画・立案し、事務局と協議してその事業を推進する。
３　部会の組織、運営に関して必要な事項は会長が別に定める。

（経費）
第１８条　協議会の運営及びその実施する事業に要する経費は、構成団体、賛助団体等からの分担金、協賛金、寄附金、その他の収入をもって充てる。

（会計年度）
第１９条　協議会の会計年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。ただし、協議会設立初年度は、設立の日からその日以降最初に到達する３月３１日までとする。

（出納閉鎖）
第２０条　出納は、会計年度の翌年度の５月３１日をもって閉鎖する。

（残余金）
第２１条　決算に残余金が生じた場合は、役員会において審議し、その取扱いを決定する。

（規約の変更）
第２２条　この規約の変更は、役員会において決定し、総会に報告する。

（解散）
第２３条　協議会は、第３条の目的が達成されたときに、役員会の議決を経て解散するものとする。

（残余財産）
第２４条　協議会が解散するときに有する残余財産については、役員会において審議し、その取扱いを決定する。

（その他）
第２５条　この規約に定める事項のほか、協議会の運営に関して必要な事項は、役員会の議を経て、会長が別に定める。

附　則
１　この規約は、平成３０年３月６日から施行する。ただし、第１６条の規定及び別表３のうち２０１９年Ｇ２０大阪サミット関西推進協力協議会事務局長に係る部分の規定は、平成３０年４月１日から施行する。
２　協議会設立時の役員の選任については、設立総会の議決をもって第７条の手続きにより選任されたものとみなす。
３　この規約の施行後、第１項ただし書に規定する日までの間は、協議会の事務は、第１６条の規定にかかわらず、大阪府政策企画部企画室において処理する。


別表１
大阪府、大阪市、関西広域連合、公益社団法人関西経済連合会、大阪商工会議所、
一般社団法人関西経済同友会

別表２
大阪府知事、大阪市長、関西広域連合長、公益社団法人関西経済連合会会長、
大阪商工会議所会頭、一般社団法人関西経済同友会代表幹事

別表３
大阪府政策企画部長、大阪市経済戦略局長、
関西広域連合本部事務局事務局長、公益社団法人関西経済連合会専務理事、
大阪商工会議所専務理事、一般社団法人関西経済同友会常任幹事・事務局長、
２０１９年Ｇ２０大阪サミット関西推進協力協議会事務局長
